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は じ め に
　相次ぐ不正会計の発覚により，財務諸表監査に対する財務諸表利用者か
らの信頼が大きく揺らいでいる。こうした事態に対して，規制当局によっ
て具体的な対応策が検討されており，今後，順次新たなルールや手続など
が適用されて行くことになろう。
　本稿は，こうした現実の動きを横目で睨みながらも，もう少し理論的
（より正確には，抽象的というべきかもしれない）な視点から財務諸表監査に対
する信頼回復策の検討を試みようというものである。
　財務諸表監査の目的，機能，手続，監査意見そして監査報告書などにつ
いて再検討した上で，財務諸表監査に対する信頼を回復し，そして信頼を
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より一層高めるために，今何をすべきかについて，１つの試（私）論を述
べてみたい。
１．監査の目的
　わが国の『監査基準』は，財務諸表の監査の目的を次のように示してい
る（第一　監査の目的）。
　財務諸表の監査の目的は，経営者の作成した財務諸表が，一般に公
正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して，企業の財政状態，経
営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適
正に表示しているかどうかについて，監査人が自ら入手した監査証拠
に基づいて判断した結果を意見として表明することにある。
　この規定をはじめて設けた2002年改訂『監査基準』の前文にも記されて
いるように，一般に，財務諸表の監査の目的は，「経営者の作成した財務
諸表に対して監査人が意見を表明すること」にあると説明されている。わ
が国の『監査基準』は，1948年に制定された証券取引法の下で，上場会社
等が提出する財務諸表を対象として公認会計士によって実施される，いわ
ゆる「財務諸表監査」のあり方を規定する基準として設けられた。2006年
に証券取引法が全面改正され，名称が金融商品取引法（金商法）へと変わ
ったが，『監査基準』の基本的なスタンスに変更はない。
　金商法は，その第１条で，自らの目的を次のように規定している。
　この法律は，企業内容等の開示の制度を整備するとともに，金融商
品取引業を行う者に関し必要な事項を定め，金融商品取引所の適切な
運営を確保すること等により，有価証券の発行及び金融商品等の取引
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等を公正にし，有価証券の流通を円滑にするほか，資本市場の機能の
十全な発揮による金融商品等の公正な価格形成等を図り，もつて国民
経済の健全な発展及び投資者の保護に資することを目的とする。
　この規定にある企業内容等の開示（ディスクロージャー）制度の中核をな
すのが，上場会社等に提出が義務づけられている，「有価証券報告書」に
よる企業情報の開示である。有価証券報告書の構成要素の中でも，財務諸
表は，上場会社等の決算情報を伝達するという重要な役割を担うものであ
る。この役割を果たすために，財務諸表は，会社の財政状態，経営成績及
びキャッシュ・フローの状況を適正に表示するものでなければならない。
　上場会社等が，金商法の規定により提出する財務諸表には，提出会社等
と特別の利害関係のない公認会計士または監査法人の監査証明を受けなけ
ればならないとされている（金商法第193条の２第１項）。この監査証明は，
独立監査人たる公認会計士または監査法人による，財務諸表の適正表示に
対する意見の表明を通じて行われることになる。
　財務諸表は企業会計によって作成されるが，今日，会計は，アメリカ会
計学会の基礎的会計理論委員会が1966年に公表した“ASOBAT”（A 
Statement Of Basic Accounting Theory）による，「会計とは，情報の利用者が
事情に精通して判断や意思決定をすることが可能なように，経済的情報を
識別し，測定し，伝達するプロセスである」（AAA1966，飯野1969）とする
定義に基づいて理解され，実践されている。ASOBATの定義にしたがえ
ば，投資者の保護という金商法の目的を支えるのは，投資者が企業の経営
状態を把握して投資の判断や意思決定ができるように，企業の経営状態に
関わる情報を識別し，測定し，伝達する，会計のいわゆる「情報提供機
能」であるということになろう。
　このように，金商法の目的（投資者の保護）と手段（会計による情報提供）
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を前提とすれば，財務諸表監査は，『監査基準』が示す通り，経営者の作
成した財務諸表（会計によって提供される情報）に対して，監査人が意見を
表明することを目的とする監査であるといえるであろう。
　ところで，ASOBATが公表される以前には，会計には次のような定義
があった（山桝1982）。
　会計とは財務的な性質─少なくとも一部─を有する取引および出来
事を，意味のある方法で，また貨幣の名目で，記録・分類・総合する
とともに，その結果を解釈する技術である。
　ASOBATの定義では，会計は「情報システム」と捉えられており，利
用者の意思決定への有用性が強調されているが，この定義は，会計を「計
算システム」として捉え，会計プロセスそのものを強調している（伊藤
2016）。会計を計算システムと捉える場合，会計は，資源の運用を委託さ
れた者（例えば，企業の経営者）が，自らの受託責任の解除のために，財務
諸表によって計算結果を示すことによって責任の遂行状況について説明す
る「アカウンタビリティ機能」を担うことになる。
　この時，財務諸表の監査は，計算結果が資源の委託者によって受容され
得る水準の正確性を備えていること，あるいは，会計計算が，委託者と受
託者との間であらかじめ合意されているか，または法令等によって決めら
れたルールにしたがって行われていることなどを検証して，それについて
意見を表明することを求められるであろう。
　商法の下では，債権者を保護するために，債権の担保となる会社財産の
維持を図るべく，商法が自ら定める規定に基づく計算が求められていた。
1974年に，「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」（商法特
例法）によって商法監査に導入された公認会計士監査である会計監査人監
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査では，会計監査人は，計算書類が商法の規定にしたがって適法に作成さ
れているかどうかに対して意見を表明していた。このため，会計監査人監
査は「適法性」監査と称され，当時の証券取引法の下で，財務諸表の適正
表示に対して意見を表明する「適正性」監査とは，やや異なる枠組みにし
たがうものであった。
　しかし，2005年に公布された「会社法」では，債権者保護の手段が，会
社財産による債権の担保から，経営内容に関する適正な情報の提供に基づ
く債権者の自己責任へと転換されることとなった。このため，会計監査人
監査は，金商法に基づく財務諸表監査と同様に，計算関係書類が株式会社
の財産及び損益の状況を，すべての重要な点において適正に表示している
かどうかについて意見を表明するものとなり（会社計算規則第126条第１項），
「適正性」監査となったのである。
　近年，金商法以外にも，経営者などの組織体の長に対して財務諸表を作
成して公認会計士による監査を受けることを要求する法令が増えたため，
『監査基準』は，それらの法定監査にも対応できるように整備されてきた。
金商法に基づく財務諸表監査を前提として監査の手続や監査報告の内容を
具体的に記述していた，『監査実施準則』及び『監査報告準則』が廃止さ
れたのはその一例である。経営者の作成した財務諸表に監査人が意見を表
明することは，金商法以外の法令に基づく監査全般における目的でもある
ということになるであろう。
　作成することを要求される財務諸表の内容（構成）は法令によって異な
るかもしれないが，財務諸表は組織体の財政状態や経営成績などを適正に
表示するものでなければならないとすれば，財務諸表の監査は，「財務諸
表の適正表示」を意見表明の対象とする監査であるということができる。
すなわち，監査人は，財務諸表が適正に表示されているかどうかについて
意見を表明するのであり，これが財務諸表の監査の目的ということになる
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であろう。
　しかしながら，法令にはそれぞれ固有の目的があり，それぞれの目的を
達成するための１つの有力な手段として，財務諸表及び財務諸表の監査を
活用しようとするはずである。財務諸表の監査は，意見表明の対象である
財務諸表があってこそ存在意義が認められる。財務諸表の監査の究極的な
目的は，監査対象である財務諸表を用意し，これに対する意見の表明を求
める法令の目的達成を支援することにあると考えるべきであろう。この
時，監査人による意見の表明は，それ自体が財務諸表の監査の目的である
というよりも，むしろ法令によって財務諸表の監査に要求される機能を果
たすために，財務諸表の監査において監査人が達成すべき目標，あるいは
財務諸表の監査における監査人自身の目的と考えた方がよいのかもしれな
い。
２．監査の機能
　財務諸表の監査では，監査人は，財務諸表が適正に表示されているかど
うかについて意見を表明することを目標として監査を実施することにな
る。財務諸表の適正表示に対する意見（適正意見）について，『監査基準』
は次のように説明している（第一　監査の目的）。
　財務諸表の表示が適正である旨の監査人の意見は，財務諸表には，
全体として重要な虚偽の表示がないということについて，合理的な保
証を得たとの監査人の判断を含んでいる。
　監査人が適正意見を表明するためには，監査人自身が財務諸表に「重要
な虚偽の表示がない」ということについて合理的な保証を得ることが，明
示的な要件の１つとなっている。
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　虚偽の表示（虚偽表示）とは，「報告される財務諸表項目の金額，分類，
表示又は開示と，適用される財務報告の枠組みに準拠した場合に要求され
る財務諸表項目の金額，分類，表示又は開示との間の差異」（『監査基準委
員会報告書（序）』）である。そして，この虚偽の表示が，財務諸表の利用者
の判断に影響を及ぼすほど大きいかまたは重大な意味を持つ場合に，当該
虚偽の表示は「重要な虚偽の表示」と認識されることになる。したがっ
て，「重要な虚偽の表示がない」とは，財務諸表の利用者の判断に影響を
及ぼすような財務諸表項目の金額，分類，表示又は開示の差異はない，と
いうことを意味するのである。監査人は，このように定義される「重要な
虚偽の表示がない」ということについて合理的な保証を得たと判断した時
に，適正意見を表明することができるのである。
　2002年改訂『監査基準』の前文によれば，「合理的な保証を得た」とは，
職業的専門家としての監査人が，一般に公正妥当と認められる監査の基準
にしたがって監査を実施して，絶対的ではないが相当程度の心証を得たと
いうことを意味するとされている。また，適正意見の表明によって，財務
諸表の利用者は，財務諸表に重要な虚偽の表示がないということについ
て，監査人が合理的な範囲で保証をしていると理解することになるとも説
明されている。
　監査人は，適正意見を表明するために，財務諸表には重要な虚偽の表示
が含まれていないということについて，絶対的ではないが相当程度の心証
を得る必要がある。この場合の「相当程度の心証」は，何者にも依存せず
に得られる心証（絶対的な心証）ではなく，監査人が自ら入手した監査証
拠に照らして得た「相対的な心証」である。そして，財務諸表の利用者に
とっては，監査人は，監査人自身が入手した監査証拠によって裏づけられ
た範囲（程度）において，財務諸表に重要な虚偽がないということについ
て保証をしていると理解することができるのである。
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　このように，監査人が意見の表明を通じて，財務諸表の適正表示に対し
て保証を提供することが，財務諸表の監査の基本的な機能であるというこ
とができるのである。
　ところで，2014年に『監査基準』が改訂され，「第一　監査の目的」に
次の一項が追加された。
　財務諸表が特別の利用目的に適合した会計の基準により作成される
場合等には，当該財務諸表が会計の基準に準拠して作成されているか
どうかについて，意見を表明することがある。
　この文には主語がないが，意見を表明するのはもちろん監査人である。
従来の財務諸表の適正表示に対する意見表明に加えて，特別目的の財務諸
表または一般目的の財務諸表を対象とした準拠性に関する意見表明が，財
務諸表の監査を実施する監査人の目的に追加されたのである（2014年『監
査基準』改訂前文参照）。
　『監査基準』は，「財務諸表が会計の基準に準拠して作成されている」と
いうことの意味を明らかにしていないが，改訂に関わる前文は，「適正性
に関する意見の表明」と「準拠性に関する意見の表明」の違いを次のよう
に説明している。
　適正性に関する意見の表明に当たっては，監査人は，経営者が採用
した会計方針が会計の基準に準拠し，それが継続的に適用されている
かどうか，その会計方針の選択や適用方法が会計事象や取引の実態を
適切に反映するものであるかどうかに加え，財務諸表における表示が
利用者に理解されるために適切であるかどうかについて判断しなくて
はならない。その際，財務諸表における表示が利用者に理解されるた
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めに適切であるかどうかの判断には，財務諸表が表示のルールに準拠
しているかどうかの評価と，財務諸表の利用者が財政状態や経営成績
等を理解するにあたって財務諸表が全体として適切に表示されている
か否かについての一歩離れて行う評価が含まれるが，準拠性に関する
意見の表明の場合には，後者の一歩離れての評価は行われないという
違いがある。
　この説明によれば，準拠性に関する意見において，「財務諸表が会計の
基準に準拠して作成されている」ということは，財務諸表全体としての表
示の適切性を考慮しない，文字通り会計基準に準拠していることだけを意
味すると考えられる。監査人は，自ら入手した監査証拠に照らして，財務
諸表が会計基準に準拠して作成されているかどうかを確かめていることに
なる。これによって，監査人は，財務諸表が会計の基準に準拠して作成さ
れていることを保証するという機能を果たすことになるのである。
３．心証の形成
　財務諸表の監査においては，監査人は，財務諸表が適正に表示されてい
るかどうかについて意見を表明するものとされている。しかし，適正に表
示されていない財務諸表に積極的な存在意義を認めることは難しいため，
監査人は，基本的に，財務諸表が「適正に表示されている」旨の意見（適
正意見）の表明を目指すことになろう。このことは，準拠性に関する意見
についても同様であり，監査人は，財務諸表が会計の基準に「準拠して作
成されている」旨の意見を求められていると考えることができる。
　すでに見たように，監査人が財務諸表に対して適正意見を表明するため
には，監査人は，財務諸表に全体として重要な虚偽の表示はないという合
理的な保証を得なければならない。監査人は，重要な虚偽の表示がないと
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いう「事実」を確かめる（証明する）ことを求められているわけではなく，
重要な虚偽の表示がないという合理的な保証（監査人が自ら入手した監査証
拠に照らして形成される相対的な心証）を得たという「判断」を求められてい
るに過ぎないと考えられる。
　周知の通り，現代の財務諸表監査では，監査リスク・アプローチと呼ば
れる監査手法が採用されている。監査リスク・アプローチは，「監査リス
ク」（Audit Risk：AR）を財務諸表の利用者が許容できる程度に低く抑えら
れるように監査を実施する手法である。監査リスクとは，監査人が，財務
諸表に含まれる重要な虚偽の表示を見逃して，当該財務諸表に対して誤っ
た意見（適正意見）を形成し表明する可能性である。監査リスク・アプロ
ーチでは，監査人が誤った意見を形成・表示するという，「監査の失敗の
リスク」としての監査リスクの抑制目標水準を出発点として，その目標水
準を達成するために必要な監査手続が計画され実施されることになる。監
査人は，財務諸表には重要な虚偽の表示が含まれている可能性があるとい
う前提の下で，これを適時・適切に発見することで，監査リスクを十分に
低く抑えるための監査手続を計画して実施しなければならないのである。
　監査リスク・アプローチの手法にしたがえば，監査人は，重要な虚偽の
表示が存在する可能性が高いと評価した事項に対して人員，時間ならびに
予算を重点的に投入し，そこにあり得べき重要な虚偽の表示を見逃さな
い，あるいはそれを積極的に発見する（探す）ための監査手続を実施する
必要がある。そして，こうした比較的厳格な監査手続を実施したにもかか
わらず，重要な虚偽の表示を発見するに至らなければ，そもそも財務諸表
に重要な虚偽の表示は含まれていなかったのだと推論することができる。
これが，重要な虚偽の表示がないという合理的な保証（監査リスク・アプロ
ーチの手法に基づいて入手した監査証拠に照らした相対的な心証）となるのであ
る。
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　監査リスク・アプローチでは，監査リスクを十分に低く抑えるためにど
のような監査手続を実施すべきかは，監査人が，財務諸表に重要な虚偽の
表示が存在する可能性である「重要な虚偽表示のリスク」（Risk of Material 
Misstatement：RMM）を評価し，その大きさに基づいて監査人自身が決定
することとされている。すなわち，監査人は，財務諸表を作成する企業
（経営者）よって財務諸表に重要な虚偽の表示が行われる蓋然性を見積り，
それを前提として目標水準である監査リスクを達成するのに必要な監査手
続を決定して実施しなければならないのである。
　この時，監査人が選択して実施した監査手続が，重要な虚偽の表示を見
逃さない監査手続，あるいはそれを発見する（探す）ための監査手続とし
て適切だったかどうかが問われることになる。
　上述の通り，監査手続の合理性ないし妥当性は，財務諸表における重要
な虚偽表示のリスクの大きさとの関係で評価される。重要な虚偽表示のリ
スクの大きさは，財務諸表を作成する企業の内部統制（特に，財務報告の信
頼性を確保するための内部統制）の有効性の評価結果を考慮して測定される。
　内部統制が有効でないということは，会社が重要な虚偽の表示を自ら防
止したり是正したりする機能がうまく働かないということである。このた
め，財務諸表に重要な虚偽の表示が行われる蓋然性が大きくなり，かつ，
それが適時に発見・除去されない可能性が高くなる。こうした有効性の低
い内部統制によってコントロールされた会計システムを通じて作成された
財務諸表は，重要な虚偽表示のリスクが大きいと評価されるであろう。
　このような場合には，監査リスク・アプローチの手法によれば，監査人
自らが，あり得べき重要な虚偽の表示を見逃さない（発見できる）ように，
人員，時間ならびに予算を重点的に投入して厳格な監査手続を実施しなけ
ればならない。そして，それでも重要な虚偽の表示を発見するに至らなけ
れば，監査人は，財務諸表には重要な虚偽の表示はないという合理的な保
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証（監査証拠に照らした相対的な心証）を得ることができるのである。
　監査人が，重要な虚偽表示のリスクが大きいと判断した事項に対して厳
格な監査手続を実施したにもかかわらず，そこに重要な虚偽の表示を発見
するに至らなかった場合，結果的に，重要な虚偽表示のリスクの評価，換
言すれば内部統制の有効性の評価が保守的に過ぎた（厳し過ぎた）という
ことになる。これによって監査の有効性が直ちに失われることにはならな
いが，過剰な監査手続の実施によって限られた監査資源の効率的な配分が
阻害されることになれば，間接的に監査の有効性に悪い影響が及ぶ恐れも
ある。監査資源が有限であるという前提の下で有効な監査を実施するため
には，監査手続の効率的な実施（経済学的な意味での監査資源の効率的な配分）
が不可欠であり，そのためには，重要な虚偽表示のリスクひいては内部統
制の有効性の評価が極めて重要となるのである。
４．監査の手続
　すでに繰り返し述べているように，財務諸表監査の監査人は，財務諸表
に重要な虚偽の表示がないという合理的な保証（監査証拠に照らした相対的
な心証）を得なければならない。監査リスク・アプローチの手法による財
務諸表監査では，監査人は，重要な虚偽表示のリスクが大きい事項に対し
て重点的な監査手続を実施することによって，こうした合理的な保証を得
ることになる。
　しかし，「重要な虚偽の表示がない」という仮説を立てて，これを支持
する証拠を積み上げる形で実証的にこの仮説を証明するのは容易なことで
はない。「虚偽の表示ではない」という事実，すなわち報告される財務諸
表項目と適用される財務報告の枠組みに準拠した場合に要求される財務諸
表項目の金額，分類，表示又は開示が合致しているという事実をいくら積
み上げて行っても，その次の事実が重大な差異を示すものであれば，その
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１つの事実によって，「重要な虚偽の表示はない」という仮説が反証され
てしまう可能性がある 1）。証拠をどこまで積み上げればよいかを確定でき
ない中で，肯定的な事実をいくら積み上げたとしても，「ない」という仮
説を確実に支持する証拠を得ることは極めて難しいのである。
　重要な虚偽表示のリスクとは，監査人による意見表明の対象である財務
諸表に，重要な虚偽の表示，すなわち報告される財務諸表項目の金額，分
類，表示又は開示と，適用される財務報告の枠組みに準拠した場合に要求
される財務諸表項目の金額，分類，表示又は開示との間の差異で，財務諸
表の利用者の判断に影響を及ぼすほど金額が大きいか，または重大な意味
を持つものが含まれている可能性である。
　監査リスク・アプローチの手法では，監査人は，自ら重要な虚偽表示の
リスクが高いと評価した事項について，重点的に監査資源を投入して厳格
な監査手続を実施することになる。このとき，監査人は，当該事項につい
て「重要な虚偽の表示がある」という仮説を立て，これに対する「反証」
を積み上げることによって，この仮説を棄却することを目指すことになる
と考えられる。そして，この「重要な虚偽の表示がある」という仮説を棄
却することを通じて，間接的に「重要な虚偽の表示はない」という合理的
な保証（反証という形で入手した監査証拠に照らした相対的な心証）を得ようと
いうのである。小河原（2010）は，「われわれは何を信頼すべきなのかと
問われたならば，もっともきびしいテストを通ったものこそを信頼するの
がよいと答えるべきなのです。それは反証というふるいをかいくぐった仮
説です。」と指摘し，反証による証明力の大きさを強調している。
　ところで，小河原（2010）のいう反証は，無数にあり得る仮説の中から，
厳しいテストに耐えて生き残った最も妥当なものを探し出そうという試み
1）　１羽の黒いスワンの存在によって「すべてのスワンは白い」という仮説は
反証されてしまうのである（小河原2010）。
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である。これに対して，財務諸表監査における重要な虚偽の表示の有無に
関わる仮説の検証は，「重要な虚偽の表示がある」という仮説と，「重要な
虚偽の表示はない」という仮説の２つの仮説の間に，いわば優劣をつけよ
うというものであり，基本的には，前者よりも後者の方がより確からしい
ということの論証を目指すものである。すなわち，財務諸表には重要な虚
偽の表示は含まれておらず，企業の財政状態，経営成績ならびにキャッシ
ュ・フローの状況を適正に表示しているという結論を得ることを目指すも
のなのである。
　このため，監査人は，「重要な虚偽の表示はない」という仮説を支持す
る証拠の形成に傾きがちとなるリスクがある。すなわち，監査人は，意識
的か無意識かにかかわらず，「重要な虚偽の表示はない」という仮説を支
持するのに不都合な証拠よりも，この仮説を支持するのに都合のよい証拠
の収集に偏向したり，不都合な証拠よりも都合のよい証拠を重視したりす
るといった行動を取る恐れがあると考えられるのである 2）。
　こうした事情を考慮すると，監査人が，「重要な虚偽の表示がある」と
いう仮説の検証に，重要な虚偽の表示を見逃さない，見つける，あるいは
一歩踏み込んで，積極的に探すという厳しい姿勢で臨み，その上でなおこ
の仮説が反証されたとすれば，それはより厳しいテストをパスしたと認め
られるのかもしれない。しかし，こうした反証についても，それをどれだ
け積み上げれば「重要な虚偽の表示がある」という仮説を棄却できるか
は，必ずしも明らかではない。つまり，実証であるにしても反証であるに
しても，監査証拠の十分性を客観的に評価するのは容易なことではないの
である。
2）　小河原（2010）は，「都合のいいテストをおこなえば，うたい文句は簡単
に実証できるでしょう。要するに実証を目的とするテストは，きびしさを見
失いがちなのです。」と指摘している。
財務諸表監査のプロセスに関する一試論（蟹江）　45
　監査リスク・アプローチでは，重要な虚偽の表示が存在する可能性を
「重要な虚偽表示のリスク」とし，監査人に対して，それがどの程度の大
きさであるかを暫定的に評価することを求めている。重要な虚偽表示のリ
スクが大きいということは，重要な虚偽の表示が存在する可能性が高いと
いうことを意味しているとされているが，実際には，監査手続を実施する
までは，財務諸表に重要な虚偽の表示が存在するかどうかは不確かであ
る。そこで，監査人は，暫定的に重要な虚偽表示のリスクが大きいと評価
した事項について，評価したリスクの大きさに相応する適切な監査手続を
選定・実施し，重要な虚偽の表示が実際に存在するかどうかを確かめるこ
とで確実性を高めて行くのである。
　上の図１における Aは，重要な虚偽表示のリスクが大きい，すなわち
重要な虚偽の表示がある可能性が高いと評価された事項である。これにつ
いて重要な虚偽の表示はないという結論を導くためには，人員，時間及び
予算を重点的に投入して厳格な監査手続を実施する必要がある。Aの線分
が長いのは，重要な虚偽の表示はないという結論を得るために，それだけ
多くの監査資源と証拠を必要とすることを示している。
　一方，Bは，重要な虚偽表示のリスクが小さく，そもそも重要な虚偽の
表示が存在する可能性が低いため，相対的に少ない監査資源で簡易な監査
手続を実施し，少ない証拠で重要な虚偽の表示はないという結論を導くこ
とができる事項である。
図１　重要な虚偽表示のリスクと監査手続
重要な虚偽の表示はない 重要な虚偽の表示がある
A
B
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　図１の Aは，「重要な虚偽の表示がある」という仮説を，監査手続で反
証を積み上げることによって棄却し，「重要な虚偽の表示はない」という
財務諸表監査が目指す結論に，いわば反転させようというものである。重
要な虚偽の表示があるなら見つかるはずだという仮定の下で厳しいテスト
を行い，それでも重要な虚偽の表示が見つからないことを根拠に，重要な
虚偽の表示はないという結論を導こうというものなのである。
　なお，適正意見の表明を目指すという財務諸表監査の本質的機能に照ら
せば，重要な虚偽表示のリスクが大きいと評価した事項について，実際に
重要な虚偽の表示が存在することを確実にすることが目標となるわけでは
ない。逆に，重要な虚偽表示のリスクが大きい事項について重点的に十分
な検証を行った上で，実際には重要な虚偽の表示は「存在しない」という
ことについて確実性を高めることが目標となるという点には注意が必要で
ある。
　適切な監査手続が実施され十分かつ適切な監査証拠が入手された上で，
それでもなお重要な虚偽の表示が見つからなかったという場合にはじめ
て，「重要な虚偽の表示はない」という結論が支持されることになる。た
だし，こうした結論は絶対的なものではなく，実施された監査手続とそれ
によって入手された監査証拠に照らして成り立つ相対的な結論に過ぎず，
より正確には，実施した監査手続に照らせば「重要な虚偽の表示があると
は言えない」あるいは「重要な虚偽の表示があるという証拠はない」とい
うべきであろう。
　それでは，適切な監査手続が実施され，十分かつ適切な監査証拠が入手
されたかどうかはどのように評価されるのであろうか。
　2002年改訂以前の『監査基準』は，『監査実施準則』と『監査報告準則』
を伴っていた。1991年改訂前の『監査実施準則』には，「通常の監査手続」
として，個別・具体的な監査手続の実施方法や実施内容が，かなり詳細に
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規定されていた（表１参照）。実際にこの通り監査手続が実施されていたと
すれば，当時は，外部からも監査プロセスの一端を垣間見ることができた
のかもしれない。
表１　「通常の監査手続」の例
（1）　予備調査の手続
　１　初度監査の予備調査
　⑴ 　会社の概況を把握するため，会社の沿革，業務内容，資本系統，金融関
係，役員及び関係職員の氏名，職責，取引先関係，取引条件その他監査の
ために必要な重要事項について，関係書類等を閲覧し，又は責任者に質問
して調査する。
　⑵ 　会社の過去における経営成績，財政状態，利益処分及び資金状況の概要
を把握するため，過年度の財務諸表等を調査する。
　　……
（2）　取引記録の監査手続
　１　売上高
　⑴ 　商品又は製品等の受注から発送に至るまでの証拠資料を調査して，必要
と認めた場合には販売条件を検討し，販売の手続が所定の手続に従ってい
るかどうかを確かめる。
　⑵ 　売上高の計上の基礎となる証拠資料を調査して，売上高が所定の基準に
継続的に準拠して適正に計上されているかどうかを確かめる。
　　……
（3）　財務諸表項目の監査手続
　１　現金預金
　⑴ 　会社が現に保有している現金については，実査又は立会を行い，関係帳
簿残高と照合する。
　⑵ 　預金については，預金先に対して確認を行い，関係帳簿残高と照合す
る。
　　……
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　しかし，1991年の改訂によって「通常の監査手続」が削除され，代わっ
て「通常実施すべき監査手続」という概念が導入された。これは，「監査
人が，公正な監査慣行を踏まえて，十分な監査証拠を入手し，財務諸表に
対する意見表明の合理的な基礎を得るために必要と認めて実施する監査手
続」と定義され，具体的にどのような手続を実施するかは，基本的に監査
人自身の選択に委ねられることとなった。これによって，実際にどのよう
な監査手続が実施されたかを，外部から窺い知ることはかなり難しくなっ
たといわざるを得ない。そして，監査リスク・アプローチの徹底が図られ
た2002年の『監査基準』改訂により，監査手続の選択は，完全に監査人の
判断に委ねられることとなったため，実施された監査手続の内容を知るこ
とは，さらに一層困難になったのである。
　いずれにしても，監査人の結論が正当なものであるかどうかの評価に
は，当該結論を得るために実施された監査手続の適否が大きく影響すると
考えられるにもかかわらず，実際には，具体的にどのような監査手続が実
施されたのか，そして，それらが十分かつ適切な監査証拠をもたらす適切
な監査手続だったのかを，外部から窺い知ることはほとんど不可能なので
ある。
５．監査人の意見
　監査意見は，監査人が監査手続によって入手した監査証拠に基づく結論
を伝達するための媒体である。財務諸表監査においては，監査意見とし
て，基本的に，適正意見（無限定意見または限定付き意見）または不適正意
見のいずれかが表明されることになる 3）。監査人は，財務諸表の適正表示
に対する自らの結論を，これらの意見のいずれかに託して財務諸表の利用
3）　なお，監基報では，意見不表明も監査意見の１つに位置づけられている
が，本稿では，意見不表明には言及しない。
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者に伝達する。監査人は，適切な監査手続を実施し，適切な結論を導かな
ければ，誤った監査意見を表明することになってしまう。財務諸表監査で
は，財務諸表の適正表示を保証する意見，すなわち適正意見の表明が期待
されていることから，誤った監査意見とは，重要な虚偽の表示を含む財務
諸表に対して表明される適正意見を意味することになる 4）。
　監査人が適正意見を表明するためには，暫定的に評価した重要な虚偽表
示のリスクに基づいて選択した適切な監査手続を誠実に実施して，財務諸
表が適正に表示されていることを裏づける十分かつ適切な監査証拠を入手
する必要がある。監査人が表明する適正意見が誤った監査意見でないこと
を確認するためには，監査証拠の十分性と適切性を評価する必要があると
いうことになる。
　しかしながら，上述したように，監査証拠の十分性も適切性も，それら
を直接確かめることは困難である。そこで，十分かつ適切な監査証拠は，
適切な監査手続が選択・実施されることによってはじめて入手が可能とな
るという点に着目して，選択・実施された監査手続の適切性を評価するこ
とによって，間接的に監査証拠の十分性と適切性の評価を試みるしかな
い。しかしながら，実際には，選択・実施された監査手続も，外部から評
価することはほとんど不可能である。
　投資者をはじめとする財務諸表の利用者は，財務諸表を作成する企業
（経営者）との間に存在する情報の非対称性を緩和するために財務諸表を要
4）　もちろん，重要な虚偽の表示のない財務諸表に不適正意見が表明されると
いうことも考え得るが，不適正意見の表明がもたらす結果の重大性（例え
ば，監査対象会社の上場廃止の可能性）を考慮すると，不適正意見の表明に
際しては細心の注意が払われることになろう。また，監査人は，財務諸表が
全体として虚偽の表示にあたると判断した具体的な根拠の明示を求められる
ことから，この方向での結論の誤りとそれに基づく誤った監査意見の表明
は，あり得ないと考えてよいであろう。
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求し，同じく情報の非対称性に起因する財務諸表の信頼性に関わるリスク
を低減させるために財務諸表監査に依存することになる。
　しかし，実は，監査人と財務諸表の利用者との間には，財務諸表監査の
プロセスに関して情報の非対称性が存在する。このため，財務諸表の利用
者は，監査人が表明した誤った監査意見によって財務諸表の信頼性を過大
評価し，重要な虚偽の表示を含む財務諸表を利用することで不測の損害を
被るリスクに晒されているのである。これは，監査リスクを財務諸表利用
者の側から見たものに他ならない。
　監査リスク・アプローチは，監査人が，財務諸表に含まれる重要な虚偽
の表示を見逃して，当該財務諸表に対して誤った意見（適正意見）を形成
し表明する可能性である監査リスクを十分に小さく抑えることを目指す監
査手法である。監査人は，財務諸表に重要な虚偽の表示がないということ
について確実性を高め，監査リスクが目標とする水準に抑えられたという
確信を得られれば，当該財務諸表に対して無限定適正意見を表明すること
になる。
　もちろん，監査人は，監査リスクを十分に小さく抑える努力をした上で
意見表明しているはずだが，利用者は監査人による努力の結果を確認する
ことができないまま，表明された意見を受け入れるしかないというのが現
状である。監査リスクは，監査人が誠実に監査手続を実施することを必要
条件として，監査人の責任の限界（免責の水準）を表していると考えられ
る。逆にいえば，適切な監査手続が実施された結果であれば，監査の失敗
に起因するコストを，財務諸表の利用者が負担する責任の水準を表してい
る。だからこそ，この限界が適切に達成されたのかどうかが，可能な限り
客観的に評価できなければならないのである。
　すでに述べたように，監査意見によって伝達される監査人の結論は，監
査人が自ら評価した重要な虚偽表示のリスクに基づいて選択・実施した監
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査手続，及びそれらによって入手された監査証拠に照らして成り立つ，相
対的な結論に過ぎない。したがって，本来，それは，「重要な虚偽の表示
はない」という断定的な形ではなく，実施した監査手続に照らせば「重要
な虚偽の表示があるとはいえない」あるいは「重要な虚偽の表示があると
いう証拠はない」という形で表明されるべき結論である。
　しかし，こうした結論の表明は，いわゆる消極的保証形式であり，最も
高い水準の保証を提供するとされる財務諸表監査には不適切であるとの批
判が予想される。そこで，財務諸表監査では，「重要な虚偽の表示はない」
という結論を直接表明するのではなく，「適正表示」という概念を導入す
ることによって，「重要な虚偽の表示があるとはいえない」あるいは「重
要な虚偽の表示があるという証拠はない」という監査人の結論を，「財務
諸表は適正に表示しているものと認める」という形式に転換した上で表明
することにしていると考えることができる。
　これがいわゆる「適正意見」であり，適正意見は十分に集積された適切
な監査証拠を基礎としているため，保証（監査人の心証ないし確信）の水準
は相対的に高く，したがって積極的保証を提供する監査意見であるという
ことができるのである。
　ところで，前述したように，『監査基準』は適正意見の意味を説明して
いるが，「準拠しているという意見」の意味については特に説明していな
い。文字通り“準拠している”ということ以外に，そこには特別な意味は
ないということなのかもしれない。もしそうだとすると，監査人は，財務
諸表が特別な利用目的に適合した会計基準に準拠して作成されているかど
うかの「判断」ではなく，財務諸表が，文字通り，当該会計基準に準拠し
て作成されているという事実の確認（証明）を求められることになる可能
性がある（少なくとも，利用者にはそのように理解される可能性がある）。こう
した事実の確認（証明）は可能であろうか。意見表明の対象が極めて狭く
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具体的なものに限定される場合には可能性があるかもしれないが，財務諸
表全体について準拠性意見を表明する場合もあり得るとすれば，こうした
事実の確認（証明）は，必ずしも容易なことではないであろう。
　準拠性監査は，それが「監査」と称されるものである以上，適正性監査
と同じ水準の保証を提供するものでなければならない。また，準拠性監査
においても，事実の確認結果がそのまま意見となるわけではなく，監査手
続を実施して入手した監査証拠に基づいて監査人が判断して得た結論が，
監査意見に託され伝達されることになろう。したがって，適正意見と同様
の論理に基づく，明確な意見形成と表明の枠組みが必要である。
　そのためには，例えば「重要な準拠性の違反」といった概念を措定し，
「財務諸表が基準に準拠している旨の監査人の意見は，財務諸表の作成に
際して，重要な準拠性の違反がないという監査人の判断を含んでいる」と
いった趣旨の説明を加える必要があろう。そして，重要な準拠性の違反と
いう概念を受ける形で「重要な準拠性違反のリスク」を設定し，このリス
クの大きさを評価した結果に基づいて，監査人が自ら監査手続を選択して
実施することとすべきであろう。その上で，監査手続を誠実に実施した限
りにおいて「重要な準拠性の違反があるとはいえない」あるいは「重要な
準拠性の違反があるという証拠はない」という結論を得ることができれ
ば，監査人は，「財務諸表は，基準に準拠して作成されているものと認め
る」という準拠性意見を表明することになるのである。
６．監査報告書
　財務諸表の適正表示に対する監査人の結論を示す監査意見は，監査報告
書によって伝達される。
　『監査基準』の第４「報告基準」の二は，監査報告書の記載区分につい
て規定している。それによれば，監査人は，監査報告書において，監査の
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対象，経営者の責任，監査人の責任，監査人の意見を明瞭かつ簡潔にそれ
ぞれ区分した上で，記載しなければならないとされている。
　無限定適正意見を表明する「標準的」な監査報告書の各区分には，表２
に示す事項を記載することとされている（報告基準三）。
表２　標準的監査報告書の記載事項
⑴　監査の対象
　・監査対象とした財務諸表の範囲
⑵　経営者の責任
　・財務諸表の作成責任は経営者にあること
　・ 財務諸表に重要な虚偽の表示がないように内部統制を整備及び運用する責
任は経営者にあること
⑶　監査人の責任
　・ 監査人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ
ること
　・一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行ったこと
　・ 監査の基準は監査人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理
的な保証を得ることを求めていること
　・監査は財務諸表項目に関する監査証拠を得るための手続を含むこと
　・ 監査は経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって
行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討している
こと
　・監査手続の選択及び適用は監査人の判断によること
　・ 財務諸表監査の目的は，内部統制の有効性について意見表明するためのも
のではないこと
　・ 監査の結果として入手した監査証拠が意見表明の基礎を与える十分かつ適
切なものであること
⑷　監査人の意見
　・ 経営者の作成した財務諸表が，一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して，企業の財政状態，経営成績及びキャッシュ・フローの状況
をすべての重要な点において適正に表示していると認められること
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　監査報告書の記載事項は法令によって規制されており，「財務諸表等の
監査証明に関する内閣府令」にもほぼ同じ事項が規定されている（第４
条）。
　表２に示した記載事項を見れば，監査報告書は，監査意見すなわち監査
人の結論だけを伝達しているわけではないということが分かるであろう。
いわゆる「期待ギャップ問題」に対応するために，経営者の責任や監査の
プロセスについて具体的に言及するなど，徐々に監査意見以外の記載事項
が増加してきている。しかし，標準型の短文式報告書様式が採用されてい
るため，紋切り型（boilerplate）で，利用者の興味を引くものとは言い難い
のも確かである。
　ところで，小河原（2010）は，論理的に確率が低い言明の方が，当たる
確率の高い言明よりも情報量が多いという。
　経営者は，経営内容を適正に表示する財務諸表を作成しなければなら
ず，実際にほとんどの経営者はそうしていると見ることができる。また，
財務諸表の利用者は，当然のことながら財務諸表が適正に表示されている
ことを望んでいる。これらを前提とすれば，財務諸表が適正に表示されて
いるという監査人の言明，すなわち適正意見は表明される確率が非常に高
い言明であり，情報量は少ないということになろう。実際，社会からは，
どの会社の財務諸表に対する監査意見も無限定適正意見ばかりであまり意
味がない，と批判的に見られている。
　これに対して，財務諸表に「重要な虚偽の表示がある」という監査人の
言明，すなわち不適正意見は，表明される確率が極めて低い言明である。
もし，監査人が適切な監査手続を誠実に実施した結果として，本当に重要
な虚偽の表示があるという結論にたどり着いたとしたら，その結論を伝達
する不適正意見は，非常に情報量の多い言明であるということになる。
　監査人が情報量の多い監査意見を表明すべきであるとするならば，不適
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正意見こそが監査人が追求すべき監査意見であるということになるのかも
しれない。しかし，ディスクロージャー制度を支える財務諸表監査の役割
を考えれば，不適正意見は期待されるべき監査意見ではない。監査人は，
適切な監査手続を実施し，その上でなお重要な虚偽の表示を発見するに至
らなかった場合には，平凡で情報量は少ないかもしれないが，経済社会に
とって望ましい監査意見である，適正意見を表明しなければならないので
ある。
　最も理想的な監査のプロセスは，財務諸表に特に修正や訂正を加えるこ
となく意見が形成され，無限定適正意見が表明されるというものであろ
う。これが最も確率の高い，いわば標準的なケースであり，適正意見の中
でも利用者にとっての情報量が最も少ない言明であろう。この意見から
は，監査人が意見を形成する過程で会社に対して財務諸表の修正や訂正を
要求したかどうか，ならびにそれにしたがって実際に修正や訂正が行われ
たかどうかなどの情報は，一切提供されないからである。
７．監査プロセスの透明化
　前節でも繰り返し指摘してきたように，財務諸表の利用者にとって，監
査人が十分かつ適切な監査証拠に基づいて意見を形成しているかどうかを
直接評価することは，ほとんど不可能である。また，監査人によって選
択・実施された監査手続の適切性を評価しようにも，監査報告書には，
「一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った」と記
載されているだけで，具体的な監査手続の内容に関する説明は一切見られ
ない。
　『監査実施準則』に通常の監査手続のような具体的な手続内容が規定さ
れていた時代なら，曲がりなりにも監査人がどのような手続によって監査
証拠を入手しているのかを垣間見ることができた。しかし，現在の『監査
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基準』や『監基報』などからなる監査の基準の規定内容からは，具体的な
監査手続の内容を窺い知ることさえ難しい。財務諸表の利用者には，具体
的な監査手続はほとんど見えないのである。
　こうした状態は，監査が高い信頼を得ている状況下ではさほど問題とは
ならないのかもしれないが，不正会計が発覚し，監査の失敗が取り沙汰さ
れるような状況になると，監査に対する不信感を醸成するものとなる恐れ
がある。監査の失敗に起因する事案が法廷に持ち込まれれば，審理の過程
で具体的な監査のプロセスや監査証拠の一部が明らかになる可能性があ
る。しかし，利用者が本当に必要としているのは，正常に実施された監査
手続の適切性を評価するための情報であろう。監査人が選択して実施した
監査手続の適切性を評価して，監査人の責任の遂行状況を明確にするため
に，監査報告書に監査手続の内容についての具体的な説明を求めることを
検討すべきではないだろうか。
　監査人が監査の過程で重要な虚偽の表示を発見した場合，監査人は，会
社に対してそれを是正するよう指導するはずである。これにしたがって会
社が適切な対応をすれば，財務諸表には，発見された重要な虚偽の表示の
痕跡は残らない。このため，適正に表示された財務諸表を開示するとい
う，ディスクロージャー制度の目的達成に，財務諸表監査がどのような形
で貢献したかが，財務諸表の利用者に十分には認識されないことになるの
である。
　こうした事実が，「監査意見は無限定適正意見ばかりで有用性がない」
という批判につながっている面もあるし，ひとたび不正会計が明らかにな
ると，財務諸表監査の機能不全が厳しく批判される一因となっているとも
考えられるのである。
　監査報告書に監査意見の形成プロセスについての踏み込んだ情報を記載
することについては，監査を受ける会社にも監査人の側にも少なからぬ抵
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抗があるものと思われる。会社は，監査意見の形成プロセスで監査人から
受けた指摘が，どのような形であれ，監査報告書に記載されることには反
対するかもしれない。とりわけ，不正リスクが存在していたことや，たと
え修正済みであったとしても，監査人に重要な虚偽の表示や重要な準拠性
の違反などの事実を指摘されたことを明らかにされたくはないであろう。
　一方監査人も，除外事項については記載義務があるし，自らの責任限定
にもつながるものであるから記載を拒否はしないだろうが，監査対象会社
との関係を考慮して，修正済みの重要な虚偽の表示について，修正をした
という事実や修正の経緯などを監査報告書に記載することには，守秘義務
を盾に抵抗するかもしれない。
　しかし，特に無限定適正意見が表明される場合には，それが文字通りの
無限定適正意見なのか，あるいは除外事項に相当するような重要な虚偽の
表示が事前に修正されたことによって達成された無限定適正意見なのかを
明らかにすることは，利用者にとって非常に大きな価値を持つはずであ
る。監査の存在意義を利用者に知らしめる効果を持つということもでき
る。
　また，会社に対しては，監査人から指摘を受けることがないように，財
務報告にかかる内部統制を適切に整備・運用し，重要な虚偽の表示のない
適正な財務諸表を作成することを促す効果を持つということができるだろ
う。
　これまでは短文式監査報告書を前提とし，監査報告書の記載事項は短く
簡潔である方が好ましいとされてきた。このため，具体的な監査手続を記
述することは，監査報告書を煩雑にするという反論もあろう。しかし，今
や，監査報告書の長文化は時代の趨勢となりつつある。多少の長文化には
抵抗感が薄れつつあるようにも思われるし，むしろ長文化に向かわなけれ
ばグローバルスタンダードから乖離することにもなりかねないような情勢
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である。
　短文式監査報告書様式が採用されているのは，財務諸表の適正表示に対
する監査人の結論である監査意見が簡潔に記載されることで，監査につい
て知識を持たない一般の投資者にとっても理解しやすいと考えられている
からである。監査報告書に監査手続についての具体的な説明を書き込む
と，こうした短文式監査報告書の利点が損なわれるという反論があり得る
であろう。
　しかし，監査報告書の利用者としては，もはや一般の投資者ではなく，
表３に示す４つの要件を満たし（ISA701, A4），財務諸表や監査について一
定水準以上の知識を持つ者が想定されるようになっている。このため，監
査報告書に監査意見以外の事項を記載すると，知識のない者にとってかえ
って分かりにくくなるという批判は，もはや当を得たものとはいえなくな
っているのである。
表３　監査報告書の想定利用者の要件
・ ビジネス，経済活動および会計についての合理的な知識を有し，合理的な注
意を払いながら財務諸表の情報について検討する意志をもっている
・ 財務諸表が重要性の水準に基づいて作成，表示そして監査されていることを
理解している
・ 見積りや判断の行使ならびに将来事象の考慮に基づく金額測定に固有の不確
実性を認識している
・財務諸表による情報に基づいて合理的な経済的意思決定を行う
　例えば，ISA（国際監査基準）701によって導入された KAM（Key Audit 
Matter：重要な監査事項）は，これらの４つの要件を満たす者を想定利用者
として，監査人の意見形成における判断プロセスに関する説明を強化し，
これまで監査人の職業的専門家としての能力に委ねられていた判断の一部
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を可視化ないし透明化することで，監査に対する想定利用者の理解を促
し，ひいては監査に対する信頼の回復・向上を図ろうとするものであると
 されている（蟹江2015）。
　KAMとはやや趣旨が異なるかもしれないが，例えば，是正されなけれ
ば不適正意見の表明につながるような重要な虚偽の表示が監査人によって
指摘され，これにしたがって当該虚偽の表示が是正された結果として財務
諸表の適正表示が達成されたような場合には，無限定適正意見を表明する
監査報告書に，監査人の指摘によって重要な虚偽の表示が是正された結果
として無限定適正意見の表明に至った旨の説明を加えるというのも一案で
はないだろうか。
　もちろん，こうした説明は，無限定適正意見の保証水準に差異を設ける
ものである，あるいは財務諸表の利用者に無用の混乱をもたらすものであ
るなどといった，厳しい批判が生じると推察するところではある。しか
し，そこまで踏み込まないにしても，監査人が重要な虚偽表示のリスクを
評価した結果に基づいて自ら選択し，実施した監査手続に関する情報を提
供する程度のことは，監査プロセスの透明化への対応としてもはや避けて
通れないのではないかと考えられるのである。
　イギリスでは，すでに，監査人が識別した重要な虚偽表示のリスクにつ
いて，監査報告書上で具体的に説明するという実務が行われている。実際
に発生した虚偽の表示の内容にまで言及することは難しいとしても，監査
人の結論だけではなく監査のプロセスにも目を向けるならば，是正が行わ
れたという事実だけでも記載するということは考えられないであろうか。
　会社にしてみれば，すでに是正されて消滅しているはずの虚偽の表示に
ついて，監査報告書において“蒸し返す”ような扱いをされることは断じ
て容認できないということになるであろう。しかし，そのような重大な事
項を，監査人に指摘されるまで訂正していなかったという事実は，決して
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看過できるものではないという見方もできるであろう。仮にこれが悪意に
よるものではないとしても，少なくとも財務報告に係る内部統制が有効に
機能していなかったことの証左ということもできよう。
　内部統制報告制度の下では，開示すべき重要な不備が認められ，財務報
告に係る内部統制が有効でないと評価されても，その内部統制の下で作成
された財務諸表に対して，財務諸表監査の監査人は無限定適正意見を表明
することができることとされている。しかしながら，内部統制監査と財務
諸表監査が一体として実施されるものである以上（『財務報告に係る内部統
制の評価及び監査の基準』Ⅲ2.），内部統制の有効性と財務諸表の信頼性の保
証との関係について明確な説明が必要であろう。
　会社には，財務報告に係る内部統制の整備・運用を含めて，監査人に指
摘されるような重要な虚偽の表示が発生しないようにする責任がある。監
査報告書には，二重責任の原則における経営者の責任についての一般論を
記載するだけでなく，経営者による実際の責任の履行状況を説明する記述
がなされた方が，財務諸表及び財務諸表監査に対する信頼がより一層高ま
るのではないだろうか。
お わ り に
　監査リスク・アプローチの手法による財務諸表監査の監査意見は，監査
人が自ら入手した十分かつ適切な監査証拠に基づいて形成され，表明され
る。監査証拠は，監査人が監査対象会社における重要な虚偽表示のリスク
を評価した結果に基づいて選択・実施した監査手続によって入手されるも
のであり，当該監査証拠の十分性と適切性は，選択・実施された監査手続
が重要な虚偽表示のリスクの大きさに相応した適切なものであるかどうか
に大きく依存することになる。
　監査人は，監査リスクを出発点として，これを合理的に低い水準に抑え
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られるように監査手続を実施する必要がある。監査人がその役割と責任を
果たしたかどうかは，実際に監査リスクが目標とする水準に抑えられてい
たのかどうかによって評価されることになる。
　しかし，財務諸表の利用者には，監査意見の根拠となる監査証拠の十分
性と適切性を評価する術がなく，また，実際にどのような監査手続によっ
て監査意見が形成されたのかを評価する情報も与えられていない。すなわ
ち，利用者は，監査人の誠実性を信じて，表明された監査意見を信頼する
しかないという状態に置かれているといっても過言ではないのである。
　不正会計が相次いで発覚し，財務諸表監査に対する信頼が大きく揺らい
でいる状況下では，監査人が監査意見を形成するプロセスの透明化（可視
化）が大きな課題となっているが，グローバルな監査実務に目を向けると，
すでに監査報告書における監査プロセスの詳細な説明と報告書の長文化が
１つの潮流となっているように見受けられる。
　わが国においても，今後，監査報告書のあり方についての議論が活発化
することと思われるが，本小稿では，その際に考慮すべき点について１つ
の試みの案を提示した。理論的にも実行（効）可能性という面でも全く不
十分であると認めざるを得ないが，両面からのさらなる検討を今後の課題
としたい。
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